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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

土地 73,949,500

建物 24,442,933

建物減価償却累計額 △ 2,088,690 22,354,242

構築物 1,103,077

構築物減価償却累計額 △ 329,886 773,191

機械装置 3,189

機械装置減価償却累計額 △ 287 2,901

工具器具備品 1,842,308

工具器具備品減価償却累計額 △ 553,773 1,288,534

図書 6,339,848

美術品・収蔵品 69,672

船舶 7,744

船舶減価償却累計額 △ 1,051 6,693

車両運搬具 15,151

車両運搬具減価償却累計額 △ 2,934 12,216

有形固定資産合計 104,796,799

２ 無形固定資産

ソフトウェア 71,586

その他の無形固定資産 1,287

特許権仮勘定 12,880

無形固定資産合計 85,754

３ 投資その他の資産

投資有価証券 171,245

投資その他の資産合計 171,245

固定資産合計 105,053,799

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 3,032,091

未収学生納付金収入 40,467

未収入金 16,527

たな卸資産 1,798

その他 1,595

流動資産合計 3,092,479

資産合計 108,146,278

貸借対照表
（平成１７年３月３１日）
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負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 353,835

資産見返寄附金 207,154

資産見返物品受贈額 6,707,886 7,268,876

長期借入金 1,341,442

固定負債合計 8,610,319

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 193,867

承継剰余金債務 1,021

預り科学研究費補助金等 10,454

寄附金債務 1,404,998

前受受託研究費等 22,158

預り金 244,674

一年以内返済予定長期借入金 670,721

未払金 1,667,906

未払消費税等 18,302

賞与引当金 932

流動負債合計 4,235,037

負債合計 12,845,356

資本の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 97,494,654

資本金合計 97,494,654

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 94,286

損益外減価償却累計額（－） △ 2,691,733

資本剰余金合計 △ 2,597,446

Ⅲ 利益剰余金

当期未処分利益 403,713

(うち当期総利益　403,713）

利益剰余金合計 403,713

資本合計 95,300,921

負債資本合計 108,146,278

（注記）
運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は、８，８６１，５０８千円です。
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 1,128,176

研究経費 1,117,923

教育研究支援経費 237,867

受託研究費等 584,558

受託事業費等 126,737

役員人件費 173,609

教員人件費

常勤教員給与 8,393,915

非常勤教員給与 388,403 8,782,319

職員人件費

常勤職員給与 2,287,144

非常勤職員給与 572,990 2,860,134 15,011,326

一般管理費 1,091,779

経常費用合計 16,103,106

経常収益

運営費交付金収益 8,886,551

授業料収益 4,953,361

入学金収益 824,944

検定料収益 228,775

講習料収益 6,954

受託研究等収益

受託研究等収益（国・地方公共団体以外） 598,047 598,047

受託事業等収益

受託事業等収益（国・地方公共団体） 65,117

受託事業等収益（国・地方公共団体以外） 69,427 134,544

寄附金収益 388,781

施設費収益 28,645

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 6,786

資産見返物品受贈額戻入 184,134

資産見返寄附金戻入 17,356 208,277

財務収益

受取利息 45

その他財務収益 42 88

雑益

財産貸付料収入 84,889

版権料・特許権等収入 105

手数料収入 709

文献複写料収入 3,075

間接経費収入 84,365

物品等売払収入 473

その他雑益 32,887 206,505

経常収益合計 16,465,476

経常利益 362,369

臨時損失

消耗品費 204,394

その他臨時損失 1,026 205,420

臨時利益

物品受贈益 205,834

債権受贈益 39,903

承継剰余金債務戻入 1,026 246,764

当期純利益 403,713

当期総利益 403,713

損益計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
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（単位：千円）

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 2,077,479
　　人件費支出 △ 11,206,326
　　その他の業務支出 △ 741,947
    運営費交付金収入 9,080,419
　　授業料収入 4,358,316
　　入学金収入 812,536
　　検定料収入 228,775
　　受託研究等収入 620,205
　　受託事業等収入 118,619
　　寄附金収入 986,191
　　承継剰余金支出 △ 1,026
　　承継剰余金収入 2,047
　　預り科学研究費補助金等の支出 △ 1,110,833
　　預り科学研究費補助金等の収入 1,121,288
　　預り金の増減 232,809
　　その他の収入 222,834

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 2,646,430

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有価証券の取得による支出 △ 171,310
　　有形固定資産の取得による支出 △ 325,453
　　無形固定資産の取得による支出 △ 21,744
　　有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 483
　　施設費による収入 46,990

△ 471,034
　　利息及び配当金の受取額 45

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 470,989

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

　 財務活動によるキャッシュ・フロー -                        

Ⅳ資金増加額 2,175,441

Ⅴ資金期首残高 -                        

Ⅵ資金期末残高 2,175,441

小　　　計

                                                                                             

キャッシュ・フロー計算書

自　平成16年4月1日　至平成17年3月31日
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（注記）

（単位：千円）
（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 3,032,091
定期預金 △ 856,649
資金期末残高 2,175,441

（２）重要な非資金取引

　　　①現物出資の受入による資産の取得

土地 73,949,500
建物 24,337,760
構築物 1,087,338
工具器具備品 129,575
美術品・収蔵品 0
船舶 7,744

99,511,918

　　　②無償譲与の受入による資産の取得
機械装置 3,189
工具器具備品 1,294,790
図書 6,186,641
美術品・収蔵品 69,671
車両運搬具 11,439
ソフトウェア 76,146
電話加入権 1,287

7,643,166

　　　③無償譲与の受入による備品、消耗品の取得
消耗品費 204,394

　　　④委任経理金の承継による資産の取得
現金及び預金（定期預金） 844,785

　　　⑤国立大学法人施設整備資金貸付金に係る償還金の返済及び国立大学法人
　　　　施設整備資金貸付金償還時補助金5,100千円を相殺して表示しております。

（３）寄附金収入には、委任経理金の承継額568,927千円が含まれています。

合　　計

合　　計
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（単位：千円）

Ⅰ 業務費用
（１）損益計算書上の費用

業務費 15,011,326
一般管理費 1,091,779
臨時損失 205,420 16,308,526

（２）（控除）自己収入等
授業料収益 △ 4,953,361
資産見返運営費交付金等戻入 △ 6,786
入学料収益 △ 824,944
検定料収益 △ 228,775
講習料収益 △ 6,954
受託研究等収益 △ 598,047

受託事業等収益 △ 134,544
寄附金収益 △ 388,781
資産見返寄附金戻入 △ 17,356
財務収益 △ 88
雑益 △ 206,505 △ 7,366,144

業務費用合計 8,942,381

Ⅱ 損益外減価償却等相当額
損益外減価償却相当額 2,691,733
損益外固定資産除売却差額 117 2,691,850

Ⅲ 引当外退職給付増加見積額 46,434

Ⅳ 機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額され
た使用料による貸借取引の機会費用 3,011
政府出資等の機会費用 1,269,786
無利子又は通常よりも有利な条件による
融資取引の機会費用 -                   1,272,798

Ⅴ （控除）国庫納付額 -                     

Ⅵ 国立大学法人等業務実施コスト 12,953,465

（注記）
(1) 引当外退職給付増加見積額

国又は地方公共団体からの出向職員はおりません。

(2) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　　近隣の地代や賃借料を参考に計算しています。

(3) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　　１０年利付政府保証債の平成１７年３月末利回りを参考に１．３２０％で計算しています。

国立大学法人等業務実施コスト計算書

（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ　　当期未処分利益 403,713,774

当期総利益 403,713,774

Ⅱ　　利益処分額

国立大学法人法第35条において準用する
独立行政法人通則法第44条第3項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

教育研究環境整備・充実積立金 403,713,774 403,713,774 403,713,774

利益の処分に関する書類(案）

（平成１７年３月３１日）
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（重要な会計方針）

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しています。

なお、退職一時金については費用進行基準を、また、プロジェクト研究の一部につい

ては成果進行基準を採用しています。

２．減価償却の会計処理方法

( ) 有形固定資産1
定額法を採用しています。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐

用年数は以下のとおりです。

建物 １０～５０年

構築物 ８～１５年

機械装置 １０～１２年

工具器具備品 ５～１５年

車両運搬具 ４～ ６年

また、減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資産の減価

償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示して

います。

なお、国から承継した固定資産については見積耐用年数により、特定の研究のために

受託研究等収入によって取得した固定資産については研究期間に基づいています。

( ) 無形固定資産2
定額法を採用しています。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）

に基づいています。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上していません。

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、

国立大学法人会計基準第８４第４項に基づき計算された退職一時金の当期増加額に基づ

いて計上しています。

４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

日々雇用職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当

該事業年度の負担額を計上しています。

５．有価証券の評価基準及び評価方法

( ) 満期保有目的債券1
償却原価法（定額法）
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６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法を採用しています。

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しています。

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

( ) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法1
近隣の地代や賃借料を参考に計算しています。

( ) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率2
１０年利付政府保証債の平成１７年３月末利回りを参考に１．３２０％で計算してい

ます。

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。

．財務諸表の表示単位10
財務諸表については、利益の処分に関する書類を除き、千円未満切捨てにより表示し

ています。

（重要な債務負担行為）

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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附 属 明 細 書



（単位：千円）
期首 当期 当期 期末 差引当期
残高 増加額 減少額 残高 当期償 末残高 摘要

却額

有形固定資 建物 -               87,448 -          87,448 3,022 3,022 84,425
産（償却費 構築物 -               15,171 -          15,171 183 183 14,987
損益内） 機械装置 -               3,189 -          3,189 287 287 2,901

工具器具備品 -               1,059,344 -          1,059,344 279,326 279,326 780,018
図書 -               6,339,848 -          6,339,848 -           -           6,339,848
車両運搬具 -               11,817 -          11,817 2,071 2,071 9,746
計 -               7,516,819 -          7,516,819 284,891 284,891 7,231,927

有形固定資 建物 24,337,760 17,724 -          24,355,485 2,085,667 2,085,667 22,269,817
産（償却費 構築物 1,087,338 620 52 1,087,906 329,702 329,702 758,203
損益外） 工具器具備品 129,575 653,388 -          782,963 274,447 274,447 508,516

船舶 7,744 -             -          7,744 1,051 1,051 6,693
車両運搬具 -               3,881 547 3,333 863 863 2,470
計 25,562,418 675,615 600 26,237,433 2,691,733 2,691,733 23,545,700

非償却資産 土地 73,949,500 -             -          73,949,500 -           -           73,949,500
美術品・収蔵品 0 69,671 -          69,672 -           -           69,672

有形固定資 土地 73,949,500 -             -          73,949,500 -           -           73,949,500
産合計 建物 24,337,760 105,172 -          24,442,933 2,088,690 2,088,690 22,354,242

構築物 1,087,338 15,792 52 1,103,077 329,886 329,886 773,191
機械装置 -               3,189 -          3,189 287 287 2,901
工具器具備品 129,575 1,712,733 -          1,842,308 553,773 553,773 1,288,534
図書 -               6,339,848 -          6,339,848 -           -           6,339,848
美術品・収蔵品 0 69,671 -          69,672 -           -           69,672
船舶 7,744 -             -          7,744 1,051 1,051 6,693
車両運搬具 -               15,699 547 15,151 2,934 2,934 12,216
計 99,511,918 8,262,107 600 107,773,424 2,976,624 2,976,624 104,796,799

無形固定資産 ソフトウェア -               92,267 -          92,267 20,681 20,681 71,586
（償却費損益内） 特許権仮勘定 -               12,880 -          12,880 -           -           12,880

計 -               105,148 -          105,148 20,681 20,681 84,467
非償却資産 その他の無形固定資産 -               1,287 -          1,287 -           -           1,287

無形固定資 ソフトウェア -               92,267 -          92,267 20,681    20,681 71,586
産合計 その他の無形固定資産 -               1,287 -          1,287 -           -           1,287

特許権仮勘定 -               12,880 -          12,880 -           -           12,880
計 -               106,435 -          106,435 20,681    20,681 85,754

その他の資産 投資有価証券 -               171,247 2 171,245 -           -           171,245
計 -               171,247 2 171,245 -           -           171,245

（注記）
１．期首残高には、国からの現物出資により取得した資産を記載しています。
２．当期増加額には、国からの無償譲与により取得した、機械装置３，１８９千円、工具器具備品１，２９４，７９０千円、図書６，１８６，６４
　　千円、美術品・収蔵品６９，６７１千円、車両運搬具１１，４３９千円、ソフトウェア７６，１４６千円、その他の無形固定資産１，２８７千円
　　含めて記載しています。

資産の種類
減価償却費累計額

（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８３特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却費相当額
も含む。）の明細
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（２）たな卸資産の明細

種類 期首残高 当期購入・ その他 払出・振替 その他 期末残高 摘要
製造・振替

貯蔵品 -           3,239 － 1,440        － 1,798

計 -           3,239 － 1,440        － 1,798

当期増加額 当期減少額
（単位：千円）
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（３）無償使用国有財産等の明細

区　分 種　別 所在地 面　積 構　造 機会費用の 摘　要
（㎡） 金額（千円）

土　　地 運 動 場 鎌倉市雪ノ下3-5-10先 763.13 － 1,941
道路敷地 横浜市保土ヶ谷区常盤台15 523.20 － 1,070

1286.33 3,011

（４）ＰＦＩの明細

　　　　　　該当事項はありません。

合　計
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(５)－１　流動資産として計上された有価証券                    　　　　 

該当事項はありません。

 (５)－２ 投資その他の資産として計上された有価証券  

種類及び 貸借対照 当 期 損 益 に
満期保有 銘　柄 取得価額 券面総額 表計上額 含 ま れ た 評
目的債券 価 差 額

第268回10年利付き国債 171,247 170,000 171,245 －
計

貸借対照表
計上額

（６）出資金の明細

該当事項はありません。

（７）長期貸付金の明細

該当事項はありません。

（５）有価証券の明細

摘　　要

171,245

（単位：千円）
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（８）借入金の明細
（単位：千円）

区　分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率(％) 返済期限 摘　要

(670,721)

2,017,264 － 5,100 2,012,164 － 平成２０年度

(670,721)

計 2,017,264 － 5,100 2,012,164

（注）
１．（　）は、１年以内返済予定分を記載しています。

（９）国立大学法人等債の明細

該当事項はありません。

産業投資特
別会計借入
金

国立大学法人法附則第９
条の規程により承継
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（１０）－１　引当金の明細
（単位：千円）

目的使用 その他

賞与引当金 － 932 － － 932

合　計 － 932 － － 932

（１０）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

　　　　　　　　　　該当事項はありません。

（１０）－３　退職給付引当金の明細

　　　　　　　　　　該当事項はありません。

（１１）保証債務の明細

　　　　　　　　　　該当事項はありません。

期末残高 摘　要
当期減少額

区　分 期首残高 当期増加額
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期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資本金 政府出資金 97,494,654 - -              97,494,654
計 97,494,654 - -              97,494,654

資本剰余金 資本剰余金

　　無償譲与 - 70,958 -              70,958
国立大学法人化に伴う物品の承
継に基づくものである。

　　施設費 - 18,345 - 18,345
固定資産の取得に基づくもので
ある。

　　補助金等 - 5,100 - 5,100
国立大学法人施設整備資金貸
付金償還に基づくものである。

　　政府出資等 - -              117 △ 117
承継資産の除却・売却に基づくも
のである。

計 - 94,404       117 94,286
損益外減価償却
累計額

差  引  計 - △ 2,597,328 117 △ 2,597,446

（１３）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

　　（１３）－１　積立金の明細

該当事項はありません。

　　（１３）－２　目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

（１２）資本金及び資本剰余金の明細

区分

- -△ 2,691,733 △ 2,691,733

（単位：千円）
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(１４) 業務費及び一般管理費の明細
（単位：千円）

教育経費
消耗品費 174,551
備品費 28,398
印刷製本費 54,875
水道光熱費 233,998
旅費交通費 63,539
通信運搬費 15,298
賃借料 42,922
保守管理費 52,281
修繕費 62,838
報酬・委託・手数料 17,709
奨学費 292,287
図書費 12,206
減価償却費 15,782
貸倒損失 18,870
雑費 29,938
その他 12,678 1,128,176

研究経費
消耗品費 419,958
備品費 91,558
印刷製本費 23,049
水道光熱費 52,596
旅費交通費 145,045
賃借料 21,910
保守管理費 26,616
修繕費 45,244
諸会費 24,441
図書費 111,445
減価償却費 107,001
雑費 26,603
その他 22,450 1,117,923

教育研究支援経費
消耗品費 24,340
備品費 9,276
印刷製本費 2,698
水道光熱費 12,776
賃借料 129,994
保守管理費 12,032
図書費 11,613
減価償却費 30,079
その他 5,054 237,867

受託研究費等 584,558
受託事業費等 126,737
役員人件費

報酬 82,404
賞与 27,660
退職給付費用 54,882
法定福利費 8,663 173,609

教員人件費
常勤職員給与

給料 5,082,549
賞与 1,955,182
退職給付費用 529,968
法定福利費 826,215 8,393,915

非常勤職員給与
給料 386,543
法定福利費 1,860 388,403 8,782,319
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職員人件費
常勤職員給与

給料 1,440,849
賞与 458,287
退職給付費用 141,707
法定福利費 246,300 2,287,144

非常勤職員給与
給料 510,790
賞与 16,244
賞与引当金繰入額 691
退職給付費用 1,302
法定福利費 43,961 572,990 2,860,134

一般管理費
消耗品費 155,504
備品費 27,436
印刷製本費 50,410
水道光熱費 98,639
旅費交通費 30,158
通信運搬費 28,093
賃借料 56,203
保守管理費 269,866
修繕費 176,203
報酬・委託・手数料 44,854
租税公課 18,423
減価償却費 54,496
雑費 40,928
その他 40,561 1,091,779
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(１５) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(１５)－１ 運営費交付金債務
（単位：千円）

交付年度 期首残高 交付金当 期末残高
期交付額 運営費交付 資産見返運 資本剰余金 小　計

金収益 営費交付金

平成１６年度 -                   9,080,419 8,886,551 -              -            8,886,551 193,867

合　計 -                   9,080,419 8,886,551 -              -            8,886,551 193,867

(１５)－２ 運営費交付金収益

（単位：千円）

業務等区分
平成16年度交
付分 合　計

退職一時金 726,558 726,558

その他 8,159,993 8,159,993

合　計 8,886,551 8,886,551

当期振替額
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(１６) 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

(１６)－１ 施設費の明細
（単位：千円）

区　分 当期交付額 建設仮勘定見 資本剰余金 その他 摘　要
返施設費

営繕事業 46,990 -                    18,345 28,645
計 46,990 -                    18,345 28,645

（１６）－２補助金等の明細
（単位：千円）

区　分 当期交付額 建設仮勘定 資産見返 長期預り 摘　要
見返補助金等 補助金等 補助金等

国立大学法人施設
整備資金貸付金償
還時補助金

5,100 － － 5,100 － －

合　計 5,100 － － 5,100 － －

左の会計処理内訳

当期振替額

資本剰余金 収益計上

20



(17) 役員及び教職員の給与の明細

（単位：千円、人)

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員
(       -) (       -) (       -) (       -)
118,727 7 54,882 2

(1,105,199) (1,113) (1,869) (       31)
10,009,383 1,035 671,676 48
(1,105,199) (1,113) (1,869) (       31)
10,128,111 1,042 726,558 50

（注）
１．役員に対する報酬等の支給の基準並びに教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要
　　国立大学法人横浜国立大学役員給与規則、国立大学法人横浜国立大学教職員給与規則、
　　国立大学法人横浜国立大学教職員退職手当規則、国立大学法人横浜国立大学役員退職手当規則
　　に基づき支出しています。

２．支給人員数は、年間平均支給人員数によっています。

３．数字には、賞与引当金繰入額及び法定福利費を含んでいます。

４．（　　）内の数字については、非常勤の教職員に対する支給額及び人数を外数にて表示しています。

５．上記明細には、受託研究費等及び受託事業費等に係る人件費を含んでいます。

６．上記明細には、短期的な補助業務に携わった人員に係る人件費（謝金）を含んでいます。

教職員

合　計

報酬又は給与 退職給付
区　分

役　員
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（１８）開示すべきセグメント情報

１セグメントにつき記載を省略します。

（１９）寄附金の明細

区　分 当期受入 件　数 摘　要

（千円） （件）

全　　　学 1,830,976 764

合　計 1,830,976 764

（注）国立大学からの承継額１，４１３，７１２千円(377件）含む。
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（２０）受託研究の明細

（単位：千円）

区　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

全　　　学 － 358,857 358,857 －

合　計 － 358,857 358,857 －

（２１）共同研究の明細

（単位：千円）

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

全　　　学 － 261,347 239,189 22,158

合計 － 261,347 239,189 22,158

（２２）受託事業等の明細

（単位：千円) 

区　分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

大学知的財産本部整備事
業 － 48,000 48,000 －

大学院連合学校教育学研
究科の設置及び運営に関
する協定 － 49,302 49,302 －

その他 － 37,241 37,241 －

合　計 － 134,544 134,544 －

（注）事業の目的を基準として区分しています。
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（２３）その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

（単位：千円）

現金及び預金の明細

　現金 1,413

　普通預金 2,174,028

　定期預金 856,649
3,032,091

未払金の明細

退職一時金 684,562

（株）ミナト事務器 79,646

（株）タテノプランニング 46,999

（株）ねずらむ 43,361

（有）奈良商会 27,727

東京電力（株） 20,591

大冷工業（株） 19,740

（株）西村設備工業 18,763

（株）江田商会 15,859

（株）アーバンアメニティ 15,102

ツルミ印刷（株） 13,774

その他 681,782
1,667,906計

計
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